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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振幅偏移変調を用いて信号を送信する第一通信方式、及び通信を開始する前に送信抑制
信号を送信することで通信相手以外の通信を抑制する第二通信方式を用いて通信を行う無
線通信装置であって、
　送信データを生成する送信データ生成手段と、
　前記送信データに振幅偏移変調を施し、振幅の異なる第一信号及び第二信号を生成する
変調手段と、
　前記第一信号の信号長に相当する信号長の前記送信抑制信号を生成する送信抑制信号生
成手段と、
　前記第一信号を送信するタイミングで前記送信抑制信号を送信する送信手段と
を備えることを特徴とする無線通信装置。
【請求項２】
　前記送信手段が前記送信抑制信号の送信を終了してから、前記送信データのデータ長に
相当する期間が終了するまでの期間を算出する算出手段を備え、
　前記送信抑制信号生成手段は、前記期間の間、通信相手以外の通信を抑制する前記送信
抑制信号を生成する
　ことを特徴とする請求項１に記載の無線通信装置。
【請求項３】
　前記変調手段は複数の第一信号を生成し、
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　前記送信抑制信号生成手段は、前記複数の第一信号の各信号長にそれぞれ相当する信号
長の複数の前記送信抑制信号を生成し、
　前記送信手段は、前記複数の送信抑制信号を、それぞれ異なる周波数帯域を用いて送信
する
　ことを特徴する請求項１に記載の無線通信装置。
【請求項４】
　前記送信抑制信号を送信する前の一定期間に無線信号を受信したか否か検出する信号検
出手段をさらに備え、
　前記送信手段は、前記一定期間に信号を受信しなかった場合に、前記送信抑制信号を送
信する
　ことを特徴とする請求項１に記載の無線通信装置。
【請求項５】
　前記送信手段は、前記一定期間に信号を受信した場合に、受信した信号の周波数帯域と
は異なる周波数帯域を用いて、前記送信抑制信号を送信する
ことを特徴とする請求項４に記載の無線通信装置。
【請求項６】
　前記無線信号を復調し、受信データを生成する復調手段をさらに備え、
　前記送信抑制信号生成手段は、前記受信データに基づき算出された前記無線信号の終了
タイミングに基づいて前記送信抑制信号を生成する
　ことを特徴とする請求項４に記載の無線通信装置。
【請求項７】
　前記送信抑制信号生成手段は、前記無線信号の終了タイミングが、前記第一信号の送信
終了タイミングより、第一間隔よりも早い場合、
　前記無線信号の終了タイミングの後の第一期間経過後から前記第一信号の送信終了タイ
ミングの間の長さに相当する信号長の前記送信抑制信号を生成する
ことを特徴とする請求項４に記載の無線通信装置。
【請求項８】
　前記送信抑制信号生成手段は、
　前記無線信号の終了タイミングが、
　前記第一信号の送信終了タイミングより第一間隔だけ早いタイミングと、
　前記第一信号の次に送信する第一信号の送信開始タイミングより第二間隔だけ早いタイ
ミングと、の間である場合、
　前記第一信号に相当する前記送信抑制信号は生成せず、
　前記第一信号の次に送信する第一信号に相当する前記送信抑制信号を生成する
　ことを特徴とする請求項４に記載の無線通信装置。
【請求項９】
　前記無線信号の終了タイミングが、
　前記第一信号の次に送信する第一信号の送信開始タイミングより第二間隔だけ早いタイ
ミングよりも遅い場合、
　前記送信抑制信号生成手段は、
前記第一信号に相当する前記送信抑制信号は生成せず、
前記第一信号の次に送信する第一信号に相当する前記送信抑制信号を生成し、
　前記送信手段は、
前記無線信号の終了タイミングから前記第二間隔経過後に前記送信抑制信号生成手段が生
成した送信抑制信号を送信する
　ことを特徴とする請求項４に記載の無線通信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信装置に関するものである。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、２．４ＧＨｚ帯のＩＳＭ（Ｉｎｄｕｓｔｒｙ－Ｓｃｉｅｎｃｅ－Ｍｅｄｉｃａｌ
）バンドを用いた無線ＬＡＮ装置が普及している。また、同じ２．４ＧＨｚ帯を用いて、
無線タグのように微弱な電波によりデータを送受信する無線通信装置や、ＡＳＫ（Ａｍｐ
ｌｉｔｕｄｅ　Ｓｈｉｆｔ　Ｋｅｙｉｎｇ）のように振幅情報によってデータを送受信す
る無線通信装置がある。これら２．４ＧＨｚ帯を用いてデータを送受信する無線通信装置
（以下、２．４ＧＨｚ帯無線通信装置と称する。）にとって、無線ＬＡＮ装置が送信する
送信信号は、干渉信号となる。無線ＬＡＮ装置が信号を送信している間、２．４ＧＨｚ帯
無線通信装置は信号を送受信できない。
【０００３】
　この問題を解決する方法として、２．４ＧＨｚ帯無線通信装置が、データ信号を送信す
る前にＮＡＶ（Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ａｌｌｏｃａｔｉｏｎ　Ｖｅｃｔｏｒ）フレーム信号を
送信してから、データ信号を送信する方法が開示されている（特許文献１参照。）。無線
ＬＡＮ装置はＮＡＶフレーム信号を受信すると一定期間信号の送信を停止するため、無線
ＬＡＮ装置が２．４ＧＨｚ帯無線通信装置にとって干渉源とならない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－１５３８０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上述した特許文献１に開示される方法では、２．４ＧＨｚ帯無線通信装
置は、データ信号を送信する前にＮＡＶフレーム信号を送信する必要があるため、データ
信号の送信開始が遅延するという問題がある。
【０００６】
　本発明は、送信したい信号の送信開始が遅延しない無線通信装置を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る無線通信装置は、振幅偏移変調を用いて信号を送信する第一通信方式、及
び通信を開始する前に送信抑制信号を送信することで通信相手以外の通信を抑制する第二
通信方式を用いて通信を行う無線通信装置であって、送信データを生成する送信データ生
成手段と、前記送信データに振幅偏移変調を施し、振幅の異なる第一信号及び第二信号を
生成する変調手段と、前記第一信号の信号長に相当する信号長の前記送信抑制信号を生成
する送信抑制信号生成手段と、前記第一信号を送信するタイミングで前記送信抑制信号を
送信する送信手段とを備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、送信したい信号の送信開始が遅延しない無線通信装置を提供すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る無線通信システムの概略図。
【図２】本発明の第１の実施形態に係る無線通信装置１を示すブロック図。
【図３】本発明の第１の実施形態に係るＰＰＭ信号フレームを示す図。
【図４】本発明の第１の実施形態に係る１ビットのバイナリ信号をＰＰＭ変調した例を説
明する図。
【図５】本発明の第１の実施形態に係る無線ＬＡＮフレーム信号を説明する図。
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【図６】本発明の第１の実施形態に係る無線通信装置２を説明する図。
【図７】本発明の第２の実施形態に係る無線通信装置５を説明する図。
【図８】本発明の第２の実施形態に係る無線ＬＡＮフレーム信号を説明する図。
【図９】本発明の第３の実施形態に係る無線通信装置６を説明する図。
【図１０】本発明の第３の実施形態に係る無線ＬＡＮ受信部１４０を説明する図。
【図１１】本発明の第３の実施形態の変形例を説明する図。
【図１２】本発明の第４の実施形態に係る無線ＬＡＮフレーム信号を説明する図。
【図１３】本発明の第５の実施形態に係るノートＰＣ９を説明する図。
【図１４】本発明の第５の実施形態の変形例を説明する図。
【図１５】本発明の第６の実施形態に係るＴＶ１０００を説明する図。
【図１６】本発明の第７の実施形態に係る照明器具２０００を説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、図面を参照しながら本発明の実施の形態を説明する。
【００１１】
（第１の実施の形態）
　図１は、第１の実施の形態に係る無線通信システムの概略を示す図である。本実施の形
態に係る無線通信システムは、無線通信装置１，２を備えている。無線通信装置１は、無
線通信装置２に対して信号を送信する。無線通信装置１は、後述するようにＰＰＭ（Ｐｕ
ｌｓｅ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ）変調した無線信号を２．４ＧＨｚ帯
を用いて無線通信装置２に送信する第一通信方式を用いる。
【００１２】
　また、本実施の形態では、無線通信システムとは異なる第２の無線通信システムが存在
する場合を想定している。第２の無線通信システムは、無線通信システムと同じ２．４Ｇ
Ｈｚ帯を用いた第二通信方式を用いるシステムであり、例えばＩＥＥＥ８０２．１１ｂ／
ｇ／ｎ規格に準拠した無線ＬＡＮシステムである。第２の無線通信システムは、無線ＬＡ
Ｎ端末（ＳＴＡ）３と無線ＬＡＮ基地局（ＡＰ）４を有しており、ＮＡＶフレーム信号を
送信することで、通信相手以外の通信を抑制して自己の通信を行う
　無線通信装置１が送信した無線信号は、無線通信装置２、ＳＴＡ３，ＡＰ４のすべての
装置が受信可能である。また、ＳＴＡ３，ＡＰ４が送信した無線信号は、無線通信装置１
，２、ＳＴＡ３，ＡＰ４のすべての装置が受信可能である。
【００１３】
　ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しているＳＴＡ３とＡＰ４は、アクセス方式としてＣ
ＳＭＡ／ＣＡを採用しているため、送信前に無線信号を認識すると、その無線信号を認識
しなくなるまで送信しない。しかし、ＳＴＡ３とＡＰ４は、ＰＰＭ変調した無線信号を受
信した場合、ＰＰＭ変調信号のうちＨｉｇｈ信号を受信している期間は送信しないがＬｏ
ｗ信号を受信している期間は無線信号を認識せず送信を開始する可能性がある。
【００１４】
　したがって、例えば無線通信装置１がＰＰＭ変調した無線信号を送信しているときにＳ
ＴＡ３が無線信号を送信すると、互いに無線信号が干渉してしまうため、無線通信装置２
は、無線通信装置１が送信する無線信号を受信できなくなる。
【００１５】
　そこで、本実施の形態では、無線通信装置１がＮＡＶフレーム信号を無線通信装置２に
送信することで、無線通信装置１が無線信号を送信するときに、ＳＴＡ３，ＡＰ４が無線
信号を送信しないようにしている。
【００１６】
（無線通信装置１）
　次に、図２を用いて無線通信装置１を説明する。無線通信装置１は、上述した第一通信
方式及び第二通信方式を用いて通信を行う。
【００１７】
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　無線通信装置１は、バイナリ信号生成部１１０と、バイナリ信号生成部１１０が生成す
るバイナリ信号に基づいて、ダミー信号を生成し、ダミー信号の送信を制御する制御部１
２０と、ダミー信号を無線ＬＡＮフレームに変換し送信する送信部１３０と、を有してい
る。
【００１８】
　制御部１２０は、ＰＰＭ信号生成部１２１、ＰＳＤＵデータサイズ／伝送レート計算部
１２２、ダミー信号生成部１２３、送信タイミング計算部１２４、ＮＡＶ設定部１２５、
ＮＡＶ時間計算部１２６と、を有している。
【００１９】
　送信部１３０は、無線ＬＡＮ送信部１３１とアンテナ１３２と、を有している。
【００２０】
　次に各部の詳細を説明する。  
　バイナリ信号生成部１１０は、無線通信装置２に通知する情報を含んだバイナリ信号を
生成する。すなわち、バイナリ信号生成部１１０は、送信データであるバイナリ信号を生
成する第一信号生成手段として動作する。バイナリ信号は、「１」及び「０」のデータ列
からなる信号である。バイナリ信号生成部１１０は、上位レイヤ（図示せず）からのトリ
ガ信号が入力されることで、記憶部（図示せず）に格納されている信号を読み出すことに
よってバイナリ信号を生成してもよい。また、バイナリ信号生成部１１０は、上位レイヤ
（図示せず）から渡される情報をバイナリのデータ列に変換することで、バイナリ信号を
生成してもよい。
【００２１】
　制御部１２０は、ダミー信号を生成し、生成したダミー信号を送信するための制御情報
を送信部１３０に通知する。ダミー信号は、無線ＬＡＮフレームのＰＳＤＵデータのうち
、ＭＡＣヘッダとＦＣＳ（Ｆｒａｍｅ　Ｃｈｅｃｋ　Ｓｅｑｕｅｎｃｅ）を除く無線ＬＡ
Ｎフレーム本体に必要なフレームボディのデータである。制御情報は、ＰＳＤＵデータサ
イズ、伝送レート、送信タイミング、ＮＡＶ設定の有無及びＮＡＶ設定時間を含んでいる
。制御部１２０の詳細は以下の通りである。
【００２２】
　ＰＰＭ信号生成部１２１は、バイナリ信号生成部１１０から入力されるバイナリ信号を
変調してＰＰＭ信号フレームを生成し、ＰＳＤＵデータサイズ／伝送レート計算部１２２
、送信タイミング計算部１２４、ＮＡＶ設定部１２５、ＮＡＶ時間計算部１２６へと出力
する。すなわちＰＰＭ信号生成部１２１は、送信データであるバイナリ信号に、変調を施
し第一信号であるＨｉｇｈ信号と第二信号であるＬｏｗ信号とを生成する。
【００２３】
　図３，４を用いてＰＰＭ信号フレームを説明する。
【００２４】
　図３は、ＰＰＭ信号フレームの一例を示す図である。ＰＰＭ信号フレームは、ＰＰＭ信
号フレームの先頭を示すＰＰＭプリアンブルと、ＰＰＭ変調されたバイナリ信号を伝送す
るＰＰＭデータ信号と、を有している。ＰＰＭ信号フレームは、Ｈｉｇｈ信号とＬｏｗ信
号との組み合わせで構成される。
【００２５】
　図３では、１ＰＰＭ信号フレームの長さが３．０ｍｓの例を示している。１ＰＰＭ信号
フレームのうち先頭の１．０ｍｓがＰＰＭプリアンブルに割り当てられている。本実施の
形態では、ＰＰＭプリアンブルのうち先頭の０．７５ｍｓがＨｉｇｈ信号であり、それに
続く０．２５ｍｓがＬｏｗ信号である。また、ＰＰＭプリアンブルに続くＰＰＭデータ信
号は、送信するバイナリ信号に応じてＨｉｇｈ信号とＬｏｗ信号とを設定する。
【００２６】
　ここで、図４を用いてバイナリ信号をＰＰＭ変調する変調方法について詳細に説明する
。図４には１ビットのバイナリ信号を変調した例を示している。本実施の形態に示す例で
は、１ビットのバイナリ信号を送信する単位を１シンボル期間と呼ぶ。１シンボル期間を
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前半と後半の２つにわけ、いずれかにＨｉｇｈ信号またはＬｏｗ信号を設定することで、
１ビットのバイナリ信号をＰＰＭ変調する。図４の例では、１シンボル期間が０．５ｍｓ
である。
【００２７】
　図４（ａ）は、バイナリ信号「０」を送信する場合の例を示している。バイナリ信号「
０」をＰＰＭ変調する場合、１シンボル期間の前半の０．２５ｍｓにＨｉｇｈ信号を割り
当て、後半の０．２５ｍｓにＬｏｗ信号を割り当てる。図４（ｂ）は、バイナリ信号「１
」を送信する場合の例を示している。バイナリ信号「１」をＰＰＭ変調する場合、１シン
ボル期間の前半の０．２５ｍｓにＬｏｗ信号を割り当て、後半の０．２５ｍｓにＨｉｇｈ
信号を割り当てる。このように、バイナリ信号の１ビットごとにＨｉｇｈ信号及びＬｏｗ
信号を設定する。１シンボル期間で１ビットのバイナリ信号を送信する。
【００２８】
　なお、本実施の形態では、ＰＰＭプリアンブル長と１シンボル期間はシステムによって
予め決まっており、無線通信装置１，２の両方が知っているものとする。ＰＰＭ信号フレ
ーム長は、ＰＰＭデータ信号長によって決定する。すなわち、バイナリ信号の信号列長に
よってＰＰＭデータ信号長及びＰＰＭ信号フレーム長が決まる。
【００２９】
　なお、システムによって予めＰＰＭデータ信号長を既知としてもよい。
【００３０】
　図２に戻る。ＰＳＤＵデータサイズ／伝送レート計算部１２２は、ＰＰＭ信号生成部１
２１から入力されたＰＰＭ信号フレームに基づき、ＰＳＤＵデータサイズと、伝送レート
を計算する。
【００３１】
　無線通信装置１は、ＰＰＭ信号フレームのＨｉｇｈ信号の信号長に相当する期間で、Ｓ
ＴＡ３，ＡＰ４が受信できる無線ＬＡＮフレーム信号を送信する（図５参照。）。無線通
信装置１は、ＰＰＭ信号フレームのＬｏｗ信号の信号長に相当する期間では信号を送信し
ない。
【００３２】
　図３の例の場合、ＰＳＤＵデータサイズ／伝送レート計算部１２２は、０．７５ｍｓ、
０．２５ｍｓ、０．５ｍｓ、及び０．２５ｍｓの長さの無線ＬＡＮフレーム信号を送信す
るために必要なＰＳＤＵデータサイズおよび伝送レートを計算する。
【００３３】
　図５を用いて詳細を説明する。無線ＬＡＮフレーム信号は、ＰＬＣＰプリアンブルと、
ＰＬＣＰヘッダと、ＰＳＤＵと、を有している。図５では、一例としてＩＥＥＥ８０２．
１１ｂで規定されている無線ＬＡＮフレーム信号を示している。図５の無線ＬＡＮフレー
ム信号は、１４４ｕｓのＰＬＣＰプリアンブルと、４８ｕｓのＰＬＣＰヘッダが、ＰＳＤ
Ｕの前に送信される。
【００３４】
　ＰＳＤＵデータサイズ／伝送レート計算部１２２では、これらＰＬＣＰプリアンブルお
よびＰＬＣＰヘッダのサイズを考慮して、無線ＬＡＮフレーム信号長が、ＰＰＭ信号フレ
ームのＨｉｇｈ信号に相当する長さとなるようにＰＳＤＵのデータサイズと伝送レートを
計算する。ＰＳＤＵデータサイズ／伝送レート計算部１２２は、ＰＳＤＵデータサイズと
伝送レートとをパラメータとして、無線ＬＡＮフレーム信号の信号長が、所望のＨｉｇｈ
信号の時間に最も近い値になるように２つのパラメータを調整する。
【００３５】
　ＰＳＤＵデータサイズ／伝送レート計算部１２２は、算出したＰＳＤＵデータサイズと
伝送レートとを、送信部１３０へ出力し、ＰＳＤＵデータサイズをダミー信号生成部１２
３へ出力する。
【００３６】
　ダミー信号生成部１２３は、ＰＳＤＵデータサイズ／伝送レート計算部１２２から入力
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されたＰＳＤＵデータサイズを元にダミー信号を生成する。ダミー信号生成部１２３は、
ＰＳＤＵデータサイズに基づき、ＭＡＣヘッダとＦＣＳ（Ｆｒａｍｅ　Ｃｈｅｃｋ　Ｓｅ
ｑｕｅｎｃｅ）を除く無線ＬＡＮフレーム本体に必要なフレームボディのデータを生成す
る。このデータをダミー信号と称する。ダミー信号は、ランダムに生成してもよく、ダミ
ー信号生成部１２３が有する記憶部（図示せず）に記憶したデータを必要な長さだけ順次
読み出すことで生成してもよい。ダミー信号生成部１２３は、生成したダミー信号を送信
部１３０に出力する。ただし、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠した送信信号を生成しよ
うとした場合、Ｈｉｇｈ信号の信号長に等しい信号長の送信信号を生成できない可能性が
ある。その場合は、送信信号の信号長が、Ｈｉｇｈ信号の信号長に近くなるようにダミー
信号を生成する。すなわち、送信信号（無線ＬＡＮフレーム信号）の信号長がＨｉｇｈ信
号の信号長に相当するようにダミー信号を生成する。
【００３７】
　送信タイミング計算部１２４は、ＰＰＭ信号生成部１２１から入力されたＰＰＭ信号フ
レームに基づき、無線ＬＡＮフレーム信号の送信タイミングを計算し、その計算結果を送
信部１３０に出力する。たとえば図３に示すＰＰＭ信号フレームが入力された場合、送信
タイミング計算部は、最初に無線ＬＡＮフレーム信号を送信開始してから１．２５ｍｓ後
、１．７５ｍｓ後、及び２．５ｍｓ後に無線ＬＡＮフレーム信号を送信開始するよう送信
部１３０に通知する。
【００３８】
　ＮＡＶ設定部１２５は、ＰＰＭ信号生成部１２１から入力されたＰＰＭ信号フレームに
基づき、送信する無線ＬＡＮフレーム信号を用いてＮＡＶを設定するか否かを決定する。
送信する無線ＬＡＮフレームの末尾とＰＰＭ信号フレームの末尾が一致する場合は、ＮＡ
Ｖを設定しないよう決定し、それ以外の場合は、ＮＡＶを設定するように決定する。ＮＡ
Ｖ設定部１２５は、決定結果を送信部１３０に出力する。
【００３９】
　なお、送信部１３０は、ＮＡＶ設定部１２５からＮＡＶを設定すると通知を受けた場合
、ＩＥＥＥ８０２．１１の規格に従い、ＭＡＣヘッダのデュレーションフィールドに含ま
れる特定のビットを設定することでＮＡＶを設定する。
【００４０】
　ＮＡＶ時間計算部１２６は、ＰＰＭ信号生成部１２１から入力されたＰＰＭ信号フレー
ムに基づき、ＮＡＶ設定時間を計算し、算出したＮＡＶ設定時間を送信部１３０に出力す
る。ＮＡＶの設定時間は、送信部１３０が送信する無線ＬＡＮフレーム信号を受信した残
りのＰＰＭ信号フレームの長さである。すなわち送信する無線ＬＡＮフレーム信号の末尾
からＰＰＭ信号フレームの末尾までの長さとなる。ＮＡＶ時間計算部１２６は、送信部１
３０が送信信号である無線ＬＡＮフレーム信号の送信を終了（無線ＬＡＮフレーム信号の
末尾）してから、送信データであるバイナリ信号のデータ長に相当する期間が終了する（
ＰＰＭ信号フレームの末尾）までの期間を算出する。
【００４１】
　図５に示すＰＰＭ信号フレームの場合、最初に送信する無線ＬＡＮフレーム信号に対応
するＮＡＶ設定時間は、ＰＰＭ信号フレーム長の３．０ｍｓから無線ＬＡＮフレーム信号
を送信し終わった０．７５ｍｓを引いた２．２５ｍｓとなる。より詳細には２．２５ｍｓ
ではなく２．２５０２ｍｓになるが、NAV設定時間はｕｓ単位でしか設定できないため、
ｕｓオーダー以下を繰り上げて２．２５１ｍｓになる。２番目に送信する無線ＬＡＮフレ
ーム信号に対応するＮＡＶ設定時間は、ＰＰＭ信号フレーム長の３．０ｍｓから２番目の
無線ＬＡＮフレーム信号を送信し終わった時間である１．５ｍｓを引いた１．５ｍｓとな
る。なお、ＮＡＶ設定時間の上限がＩＥＥＥ８０２．１１の規格で決められており、ＮＡ
Ｖ時間計算部１２６が計算したＮＡＶ設定時間が上限を超えた場合は、上限値をＮＡＶ設
定時間として送信部１３０に出力する。
【００４２】
　送信部１３０は、無線ＬＡＮ送信部１３１とアンテナ１３２とを備えている。無線ＬＡ



(8) JP 5253229 B2 2013.7.31

10

20

30

40

50

Ｎ送信部１３１は、ＰＳＤＵデータサイズ／伝送レート計算部１２２から入力されるＰＳ
ＤＵデータサイズ及び伝送レートと、ダミー信号生成部１２１から入力されるダミー信号
と、送信タイミング計算部１２４から入力される送信タイミングと、ＮＡＶ設定部１２５
から入力されるＮＡＶ設定の有無と、ＮＡＶ時間計算部１２６から入力されるＮＡＶ設定
時間とに基づいて、送信する無線ＬＡＮフレーム信号を生成する。すなわち、送信部１３
０は、第一信号であるＨｉｇｈ信号の信号長に相当する信号長の無線ＬＡＮフレー無信号
を生成する第二信号生成手段として動作する。この無線ＬＡＮフレーム信号は、通信相手
以外の通信を抑制する送信抑制信号である。
【００４３】
　無線ＬＡＮ送信部１３１は、ＭＡＣ層とＰＨＹ層からなり、ダミー信号生成部１２３か
ら入力されたダミー信号にＭＡＣヘッダやＰＬＣＰプリアンブルなどが付加し、送信信号
を生成する。さらに無線ＬＡＮ送信部１３１は、生成した送信信号に対して、Ｄ／Ａ変換
、周波数変換、電力増幅などの所定の無線処理を施し、無線信号を生成する。無線ＬＡＮ
送信部１３１は、送信タイミング計算部１２４から入力される送信タイミング、すなわち
第一信号であるＨｉｇｈ信号を送信するタイミングで、無線信号を、アンテナ１３２を介
して送信する。
【００４４】
　続いて、図２を用いて、無線通信装置１の動作を説明する。
【００４５】
　上位レイヤからトリガ信号またはバイナリ信号を生成するための情報が入力されると、
バイナリ信号生成部１１０は、バイナリ信号を生成する。
【００４６】
　バイナリ信号は、バイナリ信号生成部１１０から、制御部１２０へ入力される。バイナ
リ信号を元に制御部１２０は、ＰＳＤＵデータサイズや伝送レート、ダミー信号など、無
線信号を生成するために必要な情報を送信部１３０へ出力する。制御部１２０は、情報を
、送信する無線ＬＡＮフレーム信号毎に送信部１３０へ出力してもよい。制御部１２０は
、複数の無線ＬＡＮフレームに対応する複数の情報を、送信する順序とともに送信部１３
０へ出力してもよい。すなわち、制御部１２０が出力する情報には、送信するすべての無
線ＬＡＮフレーム信号の情報および送信順序に関する情報が含まれる。
【００４７】
　送信部１３０は、制御部１２０から入力される情報を元に無線信号を生成し、送信する
。
【００４８】
（無線通信装置２）
　図６を用いて無線通信装置２を説明する。
【００４９】
　無線通信装置２は、アンテナ２０１と、受信部２０２と、を有している。受信部２０２
は、アンテナ２０１を介して無線信号を受信する。受信部２０２は、受信した無線信号の
信号長を検出する。具体的には、受信部２０２は、クロック２０３と、カウンタ２０４と
、ＰＰＭ復調部２０５と、を有しており、無線信号を受信している間、すなわち、受信信
号がＨｉｇｈ状態である間のクロック数をカウンタ２０４でカウントすることで、信号長
を検出する。また、同様に無線信号を受信していない間、すなわち受信信号がＬｏｗ状態
である間のクロック数をカウンタ２０４でカウントする。カウンタ２０４は、カウントし
た値をＰＰＭ復調部２０５へと出力する。
【００５０】
　ＰＰＭ復調部２０５は、カウンタ２０４から入力されたＨｉｇｈ状態の長さとＬｏｗ状
態の長さとから無線信号をバイナリ信号に復調する。ＰＰＭ復調部２０５は、あらかじめ
１シンボル期間を知っているため、１シンボル期間の前半及び後半の信号がＨｉｇｈ状態
であるかＬｏｗ状態であるか検出することで、無線信号をバイナリ信号に復調する。復調
したバイナリ信号は、上位レイヤ（図示せず）へ出力される。
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【００５１】
（ＳＴＡ３，ＡＰ４）
　ＳＴＡ３，ＡＰ４は、ＩＥＥＥ８０２．１１の規格に準拠した無線信号を送受信する無
線通信装置である。ＳＴＡ３，ＡＰ４は、無線通信装置１が送信する無線信号を受信する
と、Ａ／Ｄ変換、復調等の無線信号処理を行い、無線ＬＡＮフレーム信号を解析する。解
析した無線ＬＡＮフレーム信号のＭＡＣヘッダのデュレーションフィールドに含まれる特
定のビットが設定されていた場合、ＳＴＡ３，ＡＰ４は、ＭＡＣヘッダのデュレーション
フィールドに含まれているＮＡＶ設定時間の間だけ、無線信号の送信を抑制する。
【００５２】
　以上のように、本実施の形態に係る無線通信システムは、無線通信装置１が無線ＬＡＮ
フレーム信号を送信し、該無線ＬＡＮフレーム信号を用いてＮＡＶを設定することによっ
て、無線通信装置１が信号を送信する間、第２の無線通信システムが有するＳＴＡ３，Ａ
Ｐ４の信号送信を抑制することができる。また、無線通信装置１がＮＡＶを設定してから
送信したい無線信号を送信するのではなく、送信したい無線信号自体を用いてＮＡＶを設
定することで、送信したい信号の送信開始を遅延させることがなくなる。
【００５３】
　さらに、送信したいＰＰＭ信号フレームのＨｉｇｈ信号に相当する期間、無線ＬＡＮフ
レーム信号を送信するため、複数回ＮＡＶを設定することができ、ＮＡＶ設定の精度を向
上させることができる。また、送信したいＰＰＭ信号フレームの長さがＮＡＶ設定時間の
上限を超える場合であっても、ＮＡＶを複数回設定することができるため、ＰＰＭ信号フ
レームを送信し終えるまでＳＴＡ３，ＡＰ４の送信を抑制することができる。
【００５４】
　なお、上述した実施の形態では、無線通信装置１がＰＰＭ変調を行う場合、すなわち２
値の振幅偏移変調を行う場合について説明したが、ｎ値（２＜ｎ）の振幅偏移変調を行っ
てもよい。この場合、例えばｋ（２＜ｋ≦ｎ）番目に大きい振幅値をもつ第ｋ－Ｈｉｇｈ
信号に相当する信号長をもつ送信抑制信号を生成して送信する。また、振幅値が異なるＨ
ｉｇｈ信号に相当する信号長をもつ送信抑制信号を生成してもよい。
【００５５】
（第２の実施の形態）
　本発明の第２の実施の形態に係る無線通信システムを説明する。本実施の形態では、複
数の無線ＬＡＮフレーム信号をそれぞれ異なる周波数帯域を用いて送信することで、無線
ＬＡＮシステムで使用するすべての周波数帯域でＮＡＶを設定できるようにしている。
【００５６】
　本実施の形態に係る無線通信システムは、無線通信装置５の制御部１２０が周波数制御
部１２７を有している点を除き、第１の実施の形態の無線通信システムと同じであるため
、同一符号を付し説明を省略する。
【００５７】
　図７に本実施の形態に係る無線通信装置５のブロック図を示す。無線通信装置５は、制
御部１２０が周波数制御部１２７を有している点を除き図１に示す無線通信装置１と同じ
である。
【００５８】
　周波数制御部１２７は、ＰＰＭ信号生成部１２１からＰＰＭ信号フレームが入力される
と、ＰＰＭ信号フレームからＨｉｇｈ信号を検出し、Ｈｉｇｈ信号の期間に送信される無
線ＬＡＮフレーム信号を送信する周波数（送信周波数）を決定する。
【００５９】
　図８に周波数制御部１２７が決定した送信周波数と無線ＬＡＮフレーム信号との関係を
示す。２．４ＧＨｚ帯を用いるＩＥＥＥ８０２．１１ｂ／ｇの規格に準拠した無線ＬＡＮ
システムでは、送信に使用する一定の周波数帯域を周波数の低い方から、１ｃｈ～１４ｃ
ｈとして配置している。周波数制御部１２７は、無線ＬＡＮフレーム信号を送信する周波
数チャネルを決定する。図８の例では、周波数制御部１２７は、最初に送信する無線ＬＡ
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Ｎフレーム信号を１ｃｈで送信するよう決定する。周波数制御部１２７は、２番目に送信
する無線ＬＡＮフレーム信号を５ｃｈで送信するよう決定する。
【００６０】
　なお、送信する周波数チャネルは、ランダムに決定してもよく、また使用頻度の高い順
に決定してもよい。あるいは周波数制御部１２７は記憶部（図示せず）を有し、記憶部に
記憶されたチャネル情報の順番に周波数を決定してもよい。１ｃｈ～１４ｃｈを近接チャ
ネルと重なることなく効率的に使用することを考えると、１ｃｈ、５ｃｈ、９ｃｈ、１４
ｃｈの４ｃｈ、または１ｃｈ、６ｃｈ、１１ｃｈの３ｃｈを使用することが効率のよい周
波数利用の一例である。そこで記憶部は、１ｃｈ、５ｃｈ、６ｃｈ、９ｃｈ、１１ｃｈ、
１４ｃｈの順に記憶し、以下、残りの２ｃｈ、３ｃｈ、４ｃｈ、７ｃｈ、８ｃｈ、１０ｃ
ｈ、１２ｃｈ、１３ｃｈの順に記憶する。また、記憶部は１ｃｈ、５ｃｈ、９ｃｈ、１４
ｃｈの順に記憶し、周波数制御部１２７はこれら４ｃｈを周期的に順番に決定してもよい
。
【００６１】
　周波数制御部１２７は、決定した周波数チャネルを送信部１３０に出力する。周波数制
御部１２７は、周波数チャネルを、送信する無線ＬＡＮフレーム信号を送信するごとに出
力してもよく、ＰＰＭ信号フレームごとにまとめて出力してもよい。ＰＰＭ信号フレーム
ごとに出力する場合は、送信する順番と対応付けて出力される。
【００６２】
　送信部１３０は、制御部１２０から入力される情報に基づき無線ＬＡＮフレーム信号を
生成し、無線ＬＡＮフレーム信号に無線処理を施すことで無線信号を生成する。送信部１
３０は、生成した無線信号を、周波数制御部１２７が決定した周波数チャネルで送信する
。
【００６３】
　無線通信装置２は、無線ＬＡＮシステムで使用する全周波数帯域の信号を受信する。す
なわち、無線通信装置５が送信する無線信号をすべて受信する。受信した後の無線通信装
置２の動作は、第２の実施の形態に係る無線通信装置２と同じであるため説明を省略する
。
【００６４】
　ＳＴＡ３，ＡＰ４は、無線ＬＡＮシステムで使用する周波数帯域の中で一つの周波数チ
ャネルを選択して通信を行っている。無線通信装置１は複数の周波数チャネルで無線ＬＡ
Ｎフレーム信号を送信してＮＡＶを設定しているので、ＳＴＡ３，ＡＰ４は、無線通信装
置１が送信する無線ＬＡＮフレーム信号のいずれかを受信する。ＳＴＡ３，ＡＰ４は、受
信した無線ＬＡＮフレーム信号に含まれるＮＡＶ設定時間の間、信号を送信しない。
【００６５】
　以上のように、第２の実施の形態に係る無線通信システムでは、第１の実施の形態と同
様の効果が得られるとともに、送信する周波数チャネルを無線ＬＡＮフレーム信号ごとに
変更することで、ＳＴＡ３，ＡＰ４が通信に使用する周波数チャネルによらず、ＮＡＶを
設定することができる。
【００６６】
（第３の実施の形態）
　本発明の第３の実施の形態に係る無線通信システムを説明する。本実施の形態に係る無
線通信装置６は、無線ＬＡＮフレーム信号を送信する前の一定期間に、無線信号を受信し
たか否か検出する検出手段を設け一定期間に信号を受信しなかった場合に、無線ＬＡＮフ
レーム信号を送信する。これにより、無線通信装置６は、第２の無線通信システムへ与え
る影響を低減することができる。
【００６７】
　本実施の形態に係る無線通信システムは、無線ＬＡＮフレーム信号を送信する無線通信
装置６が、無線ＬＡＮ受信部１４０と送受信切り替えスイッチ１５０を有している点を除
き、図１に示す無線通信システムの構成と同じであるため、同一符号を付し説明を省略す
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る。
【００６８】
　図９に本実施の形態に係る無線通信装置６のブロック図を示す。無線通信装置６は、無
線ＬＡＮ受信部１４０と、送受信切り替えスイッチ１５０を有している点を除き、図１に
示す無線通信装置１と同じ構成である。なお、本実施の形態では、アンテナ１３２を受信
でも共用しているが、受信アンテナを別に設けてもよい。
【００６９】
　図１０に本実施の形態に係る無線ＬＡＮ受信部１４０のブロック図を示す。
【００７０】
　無線ＬＡＮ受信部１４０は、送受信切り替えスイッチ１５０から入力される無線信号の
受信電力を測定し、受信電力が閾値以上か否か判断するキャリアセンス部１４１と、受信
電力が閾値以上と判断された場合に、送受信切り替えスイッチ１５０から入力される無線
信号を復調する復調部１４２を有している。
【００７１】
　キャリアセンス部１４１は、受信電力が閾値以上か否かを判断した結果であるキャリア
センス結果をＰＰＭ信号生成部１２１及び無線ＬＡＮ送信部１３１へ出力する。また、復
調部１４２は、復調結果をＰＰＭ信号生成部１２１及び無線ＬＡＮ送信部１３１へ出力す
る。
【００７２】
　送受信切り替えスイッチ１５０は、無線ＬＡＮ送信部１３１から入力される制御情報を
元に、アンテナ１３２を介して受信した無線信号を無線ＬＡＮ受信部１４１へ出力するか
、または無線ＬＡＮ送信部１３１から入力された無線信号を、アンテナ１３２を介して送
信するか、無線信号の送受信を切りかえる。具体的には、制御情報には、無線ＬＡＮ送信
部１３１が無線信号を送信する送信期間が含まれている。送受信切り替えスイッチ１５０
は、制御情報に含まれる送信期間の間、スイッチを送信側に切り替えて、無線信号をアン
テナ１３２を介して送信する。送信期間以外の間は、スイッチを受信側に切り替えてアン
テナ１３２を介して受信した無線信号を、無線ＬＡＮ受信部１４０へ出力する。
【００７３】
　次に本実施の形態に係る無線通信装置６の動作を説明する。
【００７４】
　無線通信装置６のキャリアセンス部１４２は、送受信切り替え部１５０から無線信号が
入力されている間、キャリアセンス処理を行う。具体的には、無線信号の電力を測定し、
測定した電力と閾値Ｔｈとを比較する。比較した結果、電力が閾値以上であった場合は、
比較直後にその旨を復調部１４２、無線ＬＡＮ送信部１３１、ＰＰＭ信号生成部１２１へ
出力する。
【００７５】
　復調部１４２は、キャリアセンス部１４１から、電力が閾値以上であった旨の通知を受
けると、送受信切り替えスイッチ１５０から入力される無線信号に対して復調処理を行う
。復調結果は、復調処理直後に無線ＬＡＮ送信部１３１、ＰＰＭ信号生成部１２１へ出力
される。
【００７６】
　一方、無線ＬＡＮ送信部１３１は、送信タイミング１２４から送信タイミングが入力さ
れると、入力されたタイミングからＤＩＦＳ（Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｉｎｔｅｒ－Ｆ
ｒａｍｅ　Ｓｐａｃｅ）期間だけ前の時間のキャリアセンス結果を確認する。具体的には
ＤＩＦＳ期間の間に、キャリアセンス部１４１から電力が閾値以上であった旨の通知を受
けたか否かを判断する。
【００７７】
　通知を受けていないと判断した場合、無線ＬＡＮ送信部１３１は、送受信切り替えスイ
ッチ１５０へ制御情報を出力し、無線信号を送信する。なお、制御情報には、無線ＬＡＮ
送信部１３１が無線信号を送信する期間が含まれている。
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【００７８】
　一方、通知を受けていると判断した場合、無線ＬＡＮ送信部１３１は、一定期間無線信
号の送信を停止する。
【００７９】
　また、ＰＰＭ信号生成部１２１は、キャリアセンス部１４１から電力が閾値以上であっ
た旨の通知を受けると、一定期間ＰＰＭ信号の生成を停止する。また、ＰＰＭ信号を生成
していた場合は、一定期間後段の処理部に生成したＰＰＭ信号を出力しない。
【００８０】
　なお、キャリアセンス部１４１から電力が閾値以上であった旨の通知を受けた場合に、
制御部１２０が一定期間処理を行わないようにすればよく、上述した以外にも、制御部１
２０の各部にキャリアセンス部１４１の通知を直接入力してもよく、また前段の処理部が
後段の処理部に処理を停止するよう指示を与えてもよい。
【００８１】
　以上のように、第３の実施の形態に係る無線通信システムでは、第１の実施の形態と同
様の効果が得られるとともに、無線信号を送信する前にキャリアセンスを行うことで、第
２の無線通信システムの通信を妨げることがない。
【００８２】
（変形例）
　次に、図１１を用いて第３の実施の形態の変形例を説明する。本変形例の無線通信装置
７は、制御部１２０が周波数制御部１２８を有している。本変形例では、検出手段として
動作するキャリアセンス部１４１が一定期間に信号を受信した場合に、受信した信号の周
波数帯域とは異なる周波数帯域を用いて、無線ＬＡＮフレーム信号を送信する。すなわち
、キャリアセンス結果に基づいて、無線ＬＡＮ送信部１３１が、無線信号の送信を停止す
る代わりに、他の周波数チャネルを用いて無線信号を送信する。
【００８３】
　無線ＬＡＮ受信部１４０の復調部１４２は、復調処理を行うことで、無線信号を復調し
た結果である無線ＬＡＮフレームのＰＬＣＰヘッダに含まれている無線ＬＡＮフレーム長
を検出し、ＰＰＭ信号生成部１２１へフレーム長を出力する。ＰＰＭ信号生成部１２１は
、フレーム長から、生成したＰＰＭ信号を送信した場合、Ｈｉｇｈ信号が無線ＬＡＮフレ
ームと重複するか否かを判断する。重複する場合は、現在の周波数とは異なる周波数で送
信するよう周波数制御部１２８を制御する。
【００８４】
　周波数制御部１２８は、ＰＰＭ信号生成部１２１からの制御に基づき、現在送信に使用
している周波数チャネルとは異なる周波数チャネルを決定し、決定した周波数チャネルを
無線ＬＡＮ送信部１３１へ出力する。
【００８５】
　無線ＬＡＮ送信部１３１は、周波数制御部１２８から入力された周波数チャネルを用い
て無線信号を送信する。
【００８６】
　これにより、第２の無線通信システムが通信を行っている場合でも、通信を阻害するこ
となく無線信号を送信することができる。
【００８７】
　（第４の実施の形態）
　本発明の第４の実施の形態に係る無線通信システムを説明する。本実施の形態に係る無
線通信装置８は、第２の無線通信システムのＡＰ３またはＳＴＡ４が送信した信号の信号
長と、無線通信装置８が送信する信号の信号長とを合わせた信号長が、所望の信号長、す
なわち、ＰＰＭ信号フレームのＨｉｇｈ信号の期間と同じになるようにする。具体的には
、第二信号生成手段として動作する送信部１３０は、無線ＬＡＮ受信部１４０が受信した
無線信号の終了タイミングに基づいて、無線ＬＡＮフレーム信号を生成する。無線通信装
置２は、送信元が無線通信装置８、ＡＰ３、ＳＴＡ４のいずれかにかかわらず、信号の有
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無のみを検出する。したがって、無線通信装置８は、ＡＰ３／ＳＴＡ４が通信を行ってい
ても、ＡＰ３／ＳＴＡ４が送信した信号を利用することで、無線通信装置２に信号を送信
することができる。
【００８８】
　本実施の形態に係る無線通信システムは、ＰＰＭ信号生成部１２１が生成するＰＰＭ信
号のＨｉｇｈ信号の長さが、キャリアセンス結果に応じて異なる点を除き、図９に示す無
線通信システムの構成及び動作と同じであるため、同一符号を付し、説明を省略する。
【００８９】
　復調部１４２は、キャリアセンス部１４１から、電力が閾値以上であった旨の通知を受
けると、送受信切り替えスイッチ１５０から入力される無線信号に対して復調処理を行う
。このとき、復調部１４２は、復調処理を行った受信信号を元に、ＡＰ３またはＳＴＡ４
が送信する無線信号である無線ＬＡＮ信号の信号長を算出する。すなわち、復調部１４２
は、無線ＬＡＮ信号の先頭に配置されるヘッダを解析することで、その後続けて送信され
るデータの末尾のタイミングを算出する。これは、ＡＰ３，ＳＴＡ４が送信する無線信号
すべてを受信し終わるタイミング（無線信号の終了タイミング）を算出することと同じで
あるため、以下、復調部１４２が算出するタイミングを、受信完了タイミングＴａと称す
る。復調部１４２は、算出した受信完了タイミングをＰＰＭ信号生成部１２１へ出力する
。
【００９０】
　ＰＰＭ信号生成部１２１は、復調部１４２から入力された受信完了タイミングＴａと、
ＰＰＭ信号のＨｉｇｈ信号の先頭のタイミング（以下、Ｈｉｇｈ信号の送信開始タイミン
グＴbと称する。）よりＤＩＦＳだけ前のタイミング（以下、Ｈｉｇｈ信号の送信開始Ｄ
ＩＦＳ前タイミングＴｃと称する。）とを比較する。
【００９１】
　（ａ）受信完了タイミングＴａが送信開始ＤＩＦＳ前タイミングＴｃより前の場合
　この場合、ＰＰＭ信号生成部１２１は、何も行わない。すなわち、無線通信装置８は、
ＰＰＭ信号生成部１２１が生成したＰＰＭ信号に従って、Ｈｉｇｈ信号の信号長に相当す
る無線ＬＡＮフレーム信号を送信する。
【００９２】
　（ｂ）受信完了タイミングＴａが送信開始ＤＩＦＳ前タイミングＴｃより後の場合（無
線信号の終了タイミングが、第一信号であるＨｉｇｈ信号の送信終了タイミングより、第
一間隔よりも早い場合）
　この場合、ＰＰＭ信号のＨｉｇｈ信号の末尾のタイミング（以下、Ｈｉｇｈ信号の送信
完了タイミングＴｄと称する。）と受信完了タイミングＴａとの関係に応じて、以下の処
理を行う。なお、この送信完了タイミングＴｄは、無線ＬＡＮフレーム信号の送信終了タ
イミングに相当する。
【００９３】
　（ｂ－１）送信完了タイミングＴｄと受信完了タイミングＴａが（Ｔｄ＞Ｔａ）を満た
し、ＴｄとＴａの間隔が一定期間Ｔｘより大きい場合（Ｔｄ－Ｔａ＞Ｔｘ）（図１２（ｃ
）参照。）
　図１２（ｃ）に示すように、Ｔｄ－Ｔａ＞Ｔｘの場合、ＰＰＭ信号生成部１２１は、受
信完了タイミングＴａの後、ＤＩＦＳ時間経過後から送信完了タイミングＴｄまでの期間
、Ｈｉｇｈ信号を生成する。すなわち、ＰＰＭ信号生成部１２１は、受信完了タイミング
ＴａからＤＩＦＳ時間経過後を送信タイミングとして送信タイミング計算部１２４へ通知
し、（Ｔｄ－Ｔａ－ＤＩＦＳ）の期間、Ｈｉｇｈ信号を送信するよう各部へ通知する。す
なわち、無線信号の終了タイミングである受信完了タイミングＴａの後の第一期間経過（
ＤＩＦＳ時間）経過後から第一信号であるＨｉｇｈ信号の送信終了タイミング（送信完了
タイミングＴｄ）の間の長さに相当する信号長の無線ＬＡＮフレームを生成するよう各部
に通知する。
【００９４】
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　なお、一定期間Ｔｘとは、たとえば２５２．２ｕｓである。これは、ＩＥＥＥ８０２．
１１ｂで規定されているロングプリアンブルを用いた場合の最小フレーム長である２０２
．２ｕｓとＤＩＦＳの５０ｕｓとの合計時間に相当する。
【００９５】
　（ｂ－２）送信完了タイミングＴｄと受信完了タイミングＴａとの間隔が一定期間Ｔｘ
以下またはＴａがＴｄの後のタイミングの場合。
【００９６】
　ＰＰＭ信号生成部１２１は、｜Ｔａ－Ｔｄ｜≦ＴｘまたはＴａ＞Ｔｄの場合、送信完了
タイミングＴｄの後に送信されるＨｉｇｈ信号の送信開始タイミング（以下、次送信タイ
ミングＴｆ）からＤＩＦＳだけ前のタイミング（以下、次送信開始ＤＩＦＳ前タイミング
Ｔｇと称する。）と、受信完了タイミングＴａとを比較する。すなわち、無線信号の終了
タイミングが、前記第一信号の送信終了タイミングより第一間隔だけ早いタイミングと、
前記第一信号の次に送信する第一信号の送信開始タイミングより第二間隔だけ早いタイミ
ングと、の間であるか、または無線信号の終了タイミングが、第一信号の次に送信する第
一信号の送信開始タイミングより第二間隔だけ早いタイミングよりも遅い否か比較する。
【００９７】
　　（ｂ－２－ｉ）受信完了タイミングＴａが次送信開始ＤＩＦＳ前タイミングＴｇより
前の場合、ＰＰＭ信号生成部１２１は、送信完了タイミングＴｃで送信が完了するＨｉｇ
ｈ信号を送信しないよう各部へ通知する。すなわち、無線信号を受信している間のＨｉｇ
ｈ信号をＬｏｗ信号に置き換える。第一信号に相当する無線ＬＡＮフレーム信号は生成せ
ず、第一信号の次に送信する第一信号に相当する無線ＬＡＮフレーム信号を生成する。
【００９８】
　　（ｂ－２－ｉｉ）受信完了タイミングＴａが次送信開始ＤＩＦＳ前タイミングＴｇよ
り後の場合、ＰＰＭ信号生成部１２１は、送信完了タイミングＴｃで送信が完了するＨｉ
ｇｈ信号を送信しないよう各部へ通知する。すなわち、無線信号を受信している間のＨｉ
ｇｈ信号をＬｏｗ信号に置き換える。さらに、ＰＰＭ信号生成部１２１は、次送信タイミ
ングＴｆで送信を開始するＨｉｇｈ信号（以下、次Ｈｉｇｈ信号と称する）の送信タイミ
ングを、受信完了タイミングＴａからＤＩＦＳ後にする。すなわち、受信完了タイミング
ＴａからＤＩＦＳ後を、次Ｈｉｇｈ信号の送信タイミングとし、次Ｈｉｇｈ信号の送信を
完了するタイミングを‘Ｔｄとすると、（‘Ｔｄ－Ｔａ－ＤＩＦＳ）の期間、次Ｈｉｇｈ
信号を送信するよう各部へ通知する。すなわち、第一信号であるＨｉｇｈ信号に相当する
無線ＬＡＮフレーム信号は生成せず、第一信号の次に送信する第一信号（次Ｈｉｇｈ信号
）に相当する無線ＬＡＮフレーム信号を生成し、無線信号の終了タイミングから第二間隔
（ＤＩＦＳ）経過後に生成した無線ＬＡＮフレーム信号を送信する。
【００９９】
　ＰＰＭ信号生成部１２１からの通知を受けて、無線ＬＡＮフレーム信号を送信する前で
の処理は、図９に示す無線通信装置６と同様である。
【０１００】
　以上のように第４の実施の形態に係る無線通信システムでは、第３の実施の形態と同様
の効果が得られるとともに、第２の無線通信システムのＡＰ３，ＳＴＡ４が送信する無線
信号を利用することで、ＡＰ３，ＳＴＡ４が通信中であっても、無線通信装置８が無線通
信装置２に信号を送信することができる。
【０１０１】
（第５の実施の形態）
　本発明の第５の実施の形態に係る無線通信システムを説明する。本実施の形態に係る無
線通信システムは、第１の実施の形態に係る無線通信装置１，２をノートＰＣに応用した
例を示している。
【０１０２】
　本実施の形態に係る無線通信システムは、無線通信装置１を搭載したノートＰＣ９と、
無線通信装置２を搭載したＡＣアダプタ１０と、を有している。
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【０１０３】
　図１３に示すノートＰＣ９は、ノートＰＣ９に装着されたバッテリ９１の残量検出や、
バッテリ９１への充電を制御するバッテリ制御部９２と、コントローラ９３と無線通信装
置１を備えている。
【０１０４】
　バッテリ制御部９２は、バッテリ９１の残量を検出し、コントローラ９３へ出力する。
コントローラ９３は、バッテリの残量と閾値ＴＨ２とを比較し、比較結果、閾値ＴＨ２よ
りもバッテリ残量が小さい場合は、ＯＮ制御信号を無線通信装置１へ出力する。また、コ
ントローラ９３は、バッテリ残量と閾値ＴＨ３とを比較し、比較結果、閾値ＴＨ３（０＜
ＴＨ２＜ＴＨ３）よりもバッテリ残量が大きいときは、ＯＦＦ制御信号を無線通信装置１
へ出力する。
【０１０５】
　無線通信装置１は、コントローラ９３からのＯＮ制御信号またはＯＦＦ制御信号を元に
、ＯＮ信号またはＯＦＦ信号を生成し、送信する。なお、ＯＮ信号またはＯＦＦ信号は、
第１の実施の形態に係る無線通信装置１が送信する無線信号に相当する。また、無線通信
装置１は、ノートＰＣ５に搭載されている無線通信装置（図示せず）とは別に設けてもよ
く、また、既存の無線通信装置を本実施の形態に係る無線通信装置１として用いてもよい
。
【０１０６】
　ＡＣアダプタ１０は、トランス１０１とスイッチ１０２と無線通信装置２と、を備えて
いる。
【０１０７】
　スイッチ１０２は、トランス１０１と外部電源の間に設けられており、トランス１０１
と外部電源とを接続／開放する。ここで、外部電源とは、例えばコンセント１１のことで
あり、ＡＣプラグ１２を介してＡＣアダプタ１０のトランス１０１は、コンセント１１に
接続している。
【０１０８】
　トランス１０１は、外部電源から供給されるＡＣ信号をＤＣ信号に変換する。このＤＣ
信号は、バッテリ９１へと供給される。
【０１０９】
　無線通信装置２は、無線通信装置１からのＯＮ信号を受信すると、スイッチ１０２をＯ
Ｎする。これにより、トランス１０１と外部電源とが接続され、バッテリ９１に電力が供
給される（充電）。一方、無線通信装置２は、無線通信装置１からのＯＦＦ信号を受信す
ると、スイッチ１０２をＯＦＦする。これにより、トランス１０１と外部電源との間が解
放される。
【０１１０】
　以上のように、本実施の形態に係る無線通信システムは、ノートＰＣ９のバッテリ残量
に応じて、ＡＣアダプタ１０のトランス１０１を外部電源に接続する／開放することがで
きる。これにより、バッテリ９２に充電していない間に、トランス１０１で消費される電
力を抑制することができる。
【０１１１】
（変形例）
　図１４を用いて、第５の実施の形態に係る変形例を説明する。図１４に示す無線通信シ
ステムでは、無線通信装置２及びスイッチ１０３がＡＣプラグ１３に設けられている。
【０１１２】
　このように、無線通信装置２及びスイッチ１０３をＡＣプラグ１３に設けても、バッテ
リ９１の充電の有無によって、トランス１０１と外部電源との間の接続／解放を切り替え
ることができ、トランス１０１で消費される電力を抑制することができる。
【０１１３】
（第６の実施の形態）
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　図１５を用いて、図１の無線通信システムをＴＶ１０００およびＴＶ１０００を制御す
るリモコン１１００に応用した場合の応用例を説明する。
【０１１４】
　リモコン１１００は、コントローラ１１０１と、ユーザインタフェース１１０２と、無
線通信装置１と、を有している。ＴＶ１０００は、制御部１００１と、無線通信装置２を
有している。
【０１１５】
　コントローラ１１０１は、ボタンなどのユーザインタフェース１１０２からの入力に応
じて、制御信号を生成する。制御信号には、チャネル選択信号や音量調整信号など、ＴＶ
１０００を制御する信号が含まれる。生成した制御信号は、無線通信装置１へ出力される
。
【０１１６】
　無線通信装置１は、入力された制御信号に基づき、無線信号を送信する。なお、この無
線信号には、無線通信装置２を識別するためのＩＤ情報が含まれている。
【０１１７】
　ＴＶ１０００は、制御部１００１と、無線通信装置２と、を有している。無線通信装置
２は、無線通信装置１からの無線信号を受信すると、まず無線信号に含まれるＩＤ情報を
復調し、無線信号が無線通信装置２宛ての信号であるか否かを識別する。識別結果、無線
通信装置２宛ての無線信号であると識別した場合、すなわち、無線信号に含まれるＩＤ情
報が、無線通信装置２が予め記憶しているＩＤ情報と一致する場合、受信した無線信号を
復調する。無線通信装置２は、復調結果を制御部１００１へ出力する。
【０１１８】
　制御部１００１は、無線通信装置２から受け取った復調結果をもとに、ＴＶ１０００の
様々な機能を制御する。具体的には、制御部１００１は、ＴＶ１０００のＯＮ／ＯＦＦ、
音量調整、チャンネル切り替えなどを行う。
【０１１９】
　以上のように、本実施の形態に係る無線通信システムをＴＶ１０００とリモコン１１０
０に応用しても、近くにノートＰＣのような無線ＬＡＮシステムが存在しても、互いに干
渉することなく、ＴＶ１０００をリモコン１１００によって制御することができる。
【０１２０】
（第７の実施の形態）
　図１６を用いて、図１の無線通信システムを照明器具２０００および照明器具２０００
を制御するリモコン２１００に応用した場合の応用例を説明する。
【０１２１】
　リモコン２１００は、コントローラ２１０１と、ユーザインタフェース２１０２と、無
線通信装置１と、を有している。照明器具２０００は、制御部２００１と、無線通信装置
２を有している。
【０１２２】
　コントローラ２１０１は、ボタンなどのユーザインタフェース２１０２からの入力に応
じて、制御信号を生成する。制御信号には、照明のＯＮ／ＯＦＦ切り替え、調光制御など
、照明器具２０００を制御する信号が含まれる。生成した制御信号は、無線通信装置１へ
出力される。
【０１２３】
　無線通信装置１は、入力された制御信号に基づき、無線信号を送信する。なお、この無
線信号には、無線通信装置２を識別するためのＩＤ情報が含まれている。
【０１２４】
　照明器具２０００は、制御部２００１と、無線通信装置２と、を有している。無線通信
装置２は、無線通信装置１からの無線信号を受信すると、まず無線信号に含まれるＩＤ情
報を復調し、無線信号が無線通信装置２宛ての信号であるか否かを識別する。識別結果、
無線通信装置２宛ての無線信号であると識別した場合、すなわち、無線信号に含まれるＩ
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号を復調する。無線通信装置２は、復調結果を制御部２００１へ出力する。
【０１２５】
　制御部２００１は、無線通信装置２から受け取った復調結果をもとに、照明器具２００
０の様々な機能を制御する。具体的には、制御部２００１は、照明器具２０００のＯＮ／
ＯＦＦ、調光制御などを行う。
【０１２６】
　以上のように、本実施の形態に係る無線通信システムを照明器具２０００とリモコン２
１０に応用しても、近くにノートＰＣのような無線ＬＡＮシステムが存在しても、互いに
干渉することなく、照明器具２０００をリモコン２１００によって制御することができる
。
【符号の説明】
【０１２７】
１１０・・・バイナリ信号生成部
１２０・・・制御部
１３０・・・送信部
１４０・・・無線ＬＡＮ受信部
１５０・・・送受切り替えスイッチ
２０１・・・アンテナ
２０２・・・受信部

【図１】 【図２】

【図３】
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【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】
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